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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　合金部材の化学組成が、質量％で、
　Ｃ：０．００５～０．１５％、
　Ｓｉ：２．０％以下、
　Ｍｎ：３．０％以下、
　Ｐ：０．０３０％以下、
　Ｓ：０．０１０％以下、
　Ｎ：０．０３０％以下、
　Ｏ：０．０３０％以下、
　Ｎｉ：４０．０～６０．０％、
　Ｃｏ：０．０１～２５．０％、
　Ｃｒ：１５．０％以上２８．０％未満、
　Ｍｏ：１２．０％以下、
　Ｗ：４．０％未満、
　Ｂ：０．０００５～０．００６％、
　Ａｌ：０～３．０％、
　Ｔｉ：０～３．０％、
　Ｎｂ：０～３．０％、
　ＲＥＭ：０～０．１％、
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　Ｍｇ：０～０．０２％、
　Ｃａ：０～０．０２％、
　残部：Ｆｅおよび不純物であり、
　下記（ｉ）～（iii）式を満足し、
　前記合金部材の長手方向と垂直な断面において、中心部から外面部までの最短距離が４
０ｍｍ以上であり、
　前記外面部におけるオーステナイト結晶粒度番号が－２．０～４．０であり、
　抽出残渣分析によって得られる析出物として存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有
量が下記（iv）式を満足し、
　常温での機械的特性が下記（ｖ）式および（vi）式を満足する、
　Ｎｉ基耐熱合金部材。
　０．１≦Ｍｏ＋Ｗ≦１２．０　・・・（ｉ）
　１．０≦４×Ａｌ＋２×Ｔｉ＋Ｎｂ≦１２．０　・・・（ii）
　Ｐ＋０．２×Ｃｒ×Ｂ＜０．０３５　・・・（iii）
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ≦１０．０　・・・（iv）
　ＹＳＳ／ＹＳＢ≦１．５　・・・（ｖ）
　ＴＳＳ／ＴＳＢ≦１．２　・・・（vi）
　但し、上記（ｉ）～（iii）式中の元素記号は各元素の含有量（質量％）を表し、上記
（iv）～（vi）式中の各記号の意味は以下のとおりである。
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ：中心部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ：外面部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
　ＹＳＢ：中心部における０．２％耐力
　ＹＳＳ：外面部における０．２％耐力
　ＴＳＢ：中心部における引張強さ
　ＴＳＳ：外面部における引張強さ
【請求項２】
　前記化学組成が、質量％で、
　Ｍｇ：０．０００１～０．０２％、および、
　Ｃａ：０．０００１～０．０２％、
　から選択される１種または２種を含有する、
　請求項１に記載のＮｉ基耐熱合金部材。
【請求項３】
　前記中心部における前記長手方向の７００℃における１０，０００時間クリープ破断強
度が１５０ＭＰａ以上である、
　請求項１または請求項２に記載のＮｉ基耐熱合金部材。
【請求項４】
　請求項１から請求項３までのいずれかに記載のオーステナイト系耐熱合金部材を製造す
る方法であって、
　請求項１または請求項２に記載の化学組成を有する鋼塊または鋳片に、熱間加工を施す
工程と、
　その後、１０７０～１２２０℃の範囲の熱処理温度Ｔ（℃）まで加熱し、１１５０Ｄ／
Ｔ～１５００Ｄ／Ｔ（ｍｉｎ）保持した後、水冷する熱処理を施す工程とを備える、
　Ｎｉ基耐熱合金部材の製造方法。
　但し、Ｄは、前記合金部材の前記長手方向と垂直な前記断面における、当該断面の外縁
上の任意の点と該外縁上の他の任意の点との直線距離の最大値（ｍｍ）である。
【請求項５】
　前記熱間加工を施す工程において、前記長手方向と略垂直な方向に熱間加工を１回以上
施す、
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　請求項４に記載のＮｉ基耐熱合金部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、Ｎｉ基耐熱合金およびその製造方法に関する。
【０００２】
　近年、高効率化のために、蒸気の温度および圧力を高めた超々臨界圧ボイラの新設が世
界中で進められている。これらの超々臨界圧ボイラは、従来６００℃前後であった蒸気温
度を６５０℃以上、さらには７００℃以上にまで高めることも計画されており、国内外で
技術開発が進められている。
【０００３】
　これは、省エネルギーと資源の有効活用、および環境保全のためのＣＯ２ガス排出量削
減がエネルギー問題の解決課題の一つとなっており、重要な産業政策となっていることに
基づいている。そして、化石燃料を燃焼させる発電用ボイラおよび化学工業用の反応炉等
の場合には、効率の高い、超々臨界圧ボイラおよび反応炉が有利なためである。
【０００４】
　蒸気の高温高圧化は、実稼動時における、ボイラの過熱器管および化学工業用の反応炉
管、ならびに耐熱耐圧部材としての厚板および鍛造品などの温度を７００℃以上に上昇さ
せる。そのため、このような過酷な環境において長期間使用される合金には、高温強度お
よび高温耐食性のみならず、長期にわたる金属組織の安定性、クリープ破断延性および耐
クリープ疲労特性が良好なことが要求される。
【０００５】
　上記の厳しい要求に対しては、オーステナイトステンレス鋼などのＦｅ基合金では、ク
リープ破断強度が不足する。このため、γ´相などの析出を活用したＮｉ基合金の使用が
必須となる。さらにボイラ・化学工業用プラント鋼管としては溶接が不可避であるため優
れた溶接性を有することも求められる。
【０００６】
　上記の厳しい要求に対して、例えば、特許文献１には、ＨＡＺの耐溶接割れ性と靱性と
の双方に優れ、さらに高温でのクリープ強度にも優れたオーステナイト系耐熱合金が開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第４６９７３５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところで、ボイラおよび化学プラント等の装置用材料のような大型の構造部材は、熱間
圧延または熱間鍛造後、冷間加工を施さずに最終熱処理を実施して使用されるため、結晶
粒径が比較的大きい。そのため、通常、材料の仕様として規定される常温における０．２
％耐力および引張強さが、冷間加工後に最終熱処理を施したものより低くなるという問題
がある。
【０００９】
　加えて、大型の構造部材では、熱処理時の冷却速度が部位により大きく異なるため、高
温での使用時に析出物として強化に寄与する固溶元素の量が部位により異なる。そのこと
に起因して、クリープ破断強度のばらつきが生じるといった問題もある。そのため、特許
文献１に記載の合金を、大型の構造部材に適用するのは困難である。
【００１０】
　本発明は上記の問題を解決し、大型の構造部材として十分な常温での０．２％耐力およ
び引張強さ、ならびに、高温でのクリープ破断強度を発現するＮｉ基耐熱合金およびその
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製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、下記のＮｉ基耐熱合金お
よびその製造方法を要旨とする。
【００１２】
　（１）合金の化学組成が、質量％で、
　Ｃ：０．００５～０．１５％、
　Ｓｉ：２．０％以下、
　Ｍｎ：３．０％以下、
　Ｐ：０．０３０％以下、
　Ｓ：０．０１０％以下、
　Ｎ：０．０３０％以下、
　Ｏ：０．０３０％以下、
　Ｎｉ：４０．０～６０．０％、
　Ｃｏ：０．０１～２５．０％、
　Ｃｒ：１５．０％以上２８．０％未満、
　Ｍｏ：１２．０％以下、
　Ｗ：４．０％未満、
　Ｂ：０．０００５～０．００６％、
　Ａｌ：０～３．０％、
　Ｔｉ：０～３．０％、
　Ｎｂ：０～３．０％、
　ＲＥＭ：０～０．１％、
　Ｍｇ：０～０．０２％、
　Ｃａ：０～０．０２％、
　残部：Ｆｅおよび不純物であり、
　下記（ｉ）～（iii）式を満足し、
　前記合金の長手方向と垂直な断面において、中心部から外面部までの最短距離が４０ｍ
ｍ以上であり、
　前記外面部におけるオーステナイト結晶粒度番号が－２．０～４．０であり、
　抽出残渣分析によって得られる析出物として存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有
量が下記（iv）式を満足し、
　常温での機械的特性が下記（ｖ）式および（vi）式を満足する、
　Ｎｉ基耐熱合金。
　０．１≦Ｍｏ＋Ｗ≦１２．０　・・・（ｉ）
　１．０≦４×Ａｌ＋２×Ｔｉ＋Ｎｂ≦１２．０　・・・（ii）
　Ｐ＋０．２×Ｃｒ×Ｂ＜０．０３５　・・・（iii）
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ≦１０．０　・・・（iv）
　ＹＳＳ／ＹＳＢ≦１．５　・・・（ｖ）
　ＴＳＳ／ＴＳＢ≦１．２　・・・（vi）
　但し、上記（ｉ）～（iii）式中の元素記号は各元素の含有量（質量％）を表し、上記
（iv）～（vi）式中の各記号の意味は以下のとおりである。
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ：中心部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ：外面部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
　ＹＳＢ：中心部における０．２％耐力
　ＹＳＳ：外面部における０．２％耐力
　ＴＳＢ：中心部における引張強さ
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　ＴＳＳ：外面部における引張強さ
【００１３】
　（２）前記化学組成が、質量％で、
　Ｍｇ：０．０００１～０．０２％、および、
　Ｃａ：０．０００１～０．０２％、
　から選択される１種または２種を含有する、
　上記（１）に記載のＮｉ基耐熱合金。
【００１４】
　（３）前記中心部における前記長手方向の７００℃における１０，０００時間クリープ
破断強度が１５０ＭＰａ以上である、
　上記（１）または（２）に記載のＮｉ基耐熱合金。
【００１５】
　（４）上記（１）または（２）に記載の化学組成を有する鋼塊または鋳片に、熱間加工
を施す工程と、
　その後、１０７０～１２２０℃の範囲の熱処理温度Ｔ（℃）まで加熱し、１１５０Ｄ／
Ｔ～１５００Ｄ／Ｔ（ｍｉｎ）保持した後、水冷する熱処理を施す工程とを備える、
　Ｎｉ基耐熱合金の製造方法。
　但し、Ｄは、合金の長手方向と垂直な断面における、当該断面の外縁上の任意の点と該
外縁上の他の任意の点との直線距離の最大値（ｍｍ）である。
【００１６】
　（５）前記熱間加工を施す工程において、熱間加工の長手方向と略垂直な方向に熱間加
工を１回以上施す、
　上記（４）に記載のＮｉ基耐熱合金の製造方法。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明のＮｉ基耐熱合金は、部位による機械的性質のばらつきが少なく、また、高温で
のクリープ破断強度に優れる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の各要件について詳しく説明する。
【００１９】
　１．化学組成
　各元素の限定理由は下記のとおりである。なお、以下の説明において含有量についての
「％」は、「質量％」を意味する。
【００２０】
　Ｃ：０．００５～０．１５％
　Ｃは、オーステナイト組織を安定にするとともに粒界に微細な炭化物を形成し、高温で
のクリープ強度を向上させる。そのため、Ｃ含有量は０．００５％以上とする必要がある
。しかしながら、その含有量が過剰になった場合には、炭化物が粗大となり、かつ多量に
析出し、粒界の延性を低下させ、靱性およびクリープ強度の低下を招く。したがって、Ｃ
含有量は０．１５％以下とする。Ｃ含有量は０．０１％以上であるのが好ましい。また、
Ｃ含有量は０．１２％以下であるのが好ましく、０．１０％以下であるのがより好ましい
。
【００２１】
　Ｓｉ：２．０％以下
　Ｓｉは、脱酸元素として含有される。また、Ｓｉは、高温での耐食性および耐酸化性の
向上に有効な元素である。しかしながら、Ｓｉ含有量が２．０％を超えると、オーステナ
イト相の安定性が低下して、靱性およびクリープ強度の低下を招く。したがって、Ｓｉ含
有量は２．０％以下とする。Ｓｉ含有量は１．５％以下であるのが好ましく、１．０％以
下であるのがより好ましい。なお、Ｓｉ含有量について特に下限を設ける必要はないが、
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極端な低減は、脱酸効果が十分に得られず合金の清浄性を劣化させるとともに、製造コス
トの上昇を招く。そのため、Ｓｉ含有量は０．０２％以上であるのが好ましく、０．１０
％以上であるのがより好ましい。
【００２２】
　Ｍｎ：３．０％以下
　Ｍｎは、Ｓｉと同様に脱酸作用を有するとともに、オーステナイトの安定化にも寄与す
る元素である。しかしながら、Ｍｎ含有量が３．０％を超えると、脆化を招き、靱性およ
びクリープ延性の低下をきたす。したがって、Ｍｎ含有量は３．０％以下とする。Ｍｎ含
有量は２．５％以下であるのが好ましく、２．０％以下であるのがより好ましく、１．５
％以下であるのがさらに好ましい。なお、Ｍｎ含有量について下限を設ける必要はないが
、極端な低下は、脱酸効果が十分に得られず合金の清浄性を劣化させるとともに、製造コ
ストの上昇を招く。そのため、Ｍｎ含有量は０．０２％以上であるのが好ましく、０．１
０％以上であるのがより好ましく、０．１５％以上であるのがさらに好ましい。
【００２３】
　Ｐ：０．０３０％以下
　Ｐは、不純物として合金中に含まれるが、溶接中にＨＡＺの結晶粒界に偏析し、液化割
れ感受性を高めるとともに長時間使用後の靱性にも悪影響を及ぼす元素である。そのため
、可能な限り低減することが好ましいが、極度の低減は製鋼コストの増大を招く。そのた
め、Ｐ含有量は０．０３０％以下とし、０．０２０％以下であるのが好ましい。
【００２４】
　Ｓ：０．０１０％以下
　Ｓは、不純物として合金中に含まれるが、溶接中にＨＡＺの結晶粒界に偏析し、液化割
れ感受性を高めるとともに長時間使用後の靱性にも悪影響を及ぼす元素である。そのため
、可能な限り低減することが好ましいが、極度の低減は製鋼コストの増大を招く。そのた
め、Ｓ含有量は０．０１０％以下とし、０．００５％以下であるのが好ましい。
【００２５】
　Ｎ：０．０３０％以下
　Ｎは、オーステナイト相を安定にするのに有効な元素であるが、本発明のＣｒ含有量の
範囲では、過剰に含まれると高温での使用中に多量の微細窒化物を粒内に析出させ、クリ
ープ延性または靱性の低下を招く。そのため、Ｎ含有量０．０３０％以下とし、０．０２
０％以下であるのが好ましく、０．０１５％以下であるのがより好ましい。なお、Ｎ含有
量について特に下限を設ける必要はないが、極端な低減は、製造コストの上昇を招く。そ
のため、Ｎ含有量は０．０００５％以上であるのが好ましく、０．００１％以上であるの
がより好ましく、０．００５％以上であるのがさらに好ましい。
【００２６】
　Ｏ：０．０３０％以下
　Ｏは、不純物として合金中に含まれるが、過剰に含まれると熱間加工性の低下、靱性お
よび延性の劣化を招く。そのため、Ｏ含有量は０．０３０％以下とし、０．０２０％以下
であるのが好ましく、０．０１０％以下であるのがより好ましく、０．００５％以下であ
るのがさらに好ましい。なお、Ｏの含有量について特に下限を設ける必要はないが、極端
な低下は、製造コストの上昇を招く。そのため、Ｏ含有量は０．００１％以上であるのが
好ましい。
【００２７】
　Ｎｉ：４０．０～６０．０％
　Ｎｉは、オーステナイト組織を得るために有効な元素であり、長時間使用後の組織安定
性を確保するために必須の元素である。さらに、Ｎｉは、Ａｌ、ＴｉおよびＮｂと結合し
て、微細な金属間化合物相を形成し、クリープ強度を高める作用も有する。本発明のＣｒ
含有量の範囲で上記のＮｉの効果を十分に得るためには、Ｎｉ含有量を４０．０％以上と
する必要がある。しかしながら、Ｎｉは高価な元素であるため、その含有量が６０．０％
を超えるとコストの増大を招く。したがって、Ｎｉ含有量は４０．０～６０．０％とする
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。Ｎｉ含有量は４２．０％以上であるのが好ましく、４５．０％以上であるのがより好ま
しく、４８．０％以上であるのがさらに好ましく、５８．０％以下であるのが好ましい。
【００２８】
　Ｃｏ：０．０１～２５．０％
　Ｃｏは、Ｎｉと同様オーステナイト生成元素であり、オーステナイト相の安定性を高め
てクリープ強度の向上に寄与する。この効果を得るためには、Ｃｏ含有量は０．０１％以
上とする必要がある。しかしながら、Ｃｏは極めて高価な元素であるため、その含有量が
２５．０％を超えると大幅なコスト増を招く。そのため、Ｃｏ含有量は０．０１～２５．
０％とする。Ｃｏ含有量は０．１％以上であるのが好ましく、２．０％以上であるのがよ
り好ましく、８．０％以上であるのがさらに好ましい。また、Ｃｏ含有量は２３．０％以
下であるのが好ましく、２１．０％以下であるのがより好ましい。
【００２９】
　Ｃｒ：１５．０％以上２８．０％未満
　Ｃｒは、高温での耐酸化性および耐食性の確保のために必須の元素である。本発明のＮ
ｉ含有量の範囲で上記のＣｒの効果を得るためには、Ｃｒ含有量を１５．０％以上とする
必要がある。しかしながら、Ｃｒ含有量が２８．０％以上になると、高温でのオーステナ
イト相の安定性が劣化して、クリープ強度の低下を招く。したがって、Ｃｒ含有量は１５
．０％以上２８．０％未満とする。Ｃｒ含有量は１７．０％以上であるのが好ましく、１
９．０％以上であるのがより好ましい。また、Ｃｒ含有量は２６．０％以下であるのが好
ましく、２４．０％以下であるのがより好ましい。
【００３０】
　Ｍｏ：１２．０％以下
　Ｗ：４．０％未満
　ＭｏおよびＷは、いずれもマトリックスであるオーステナイト組織に固溶して高温での
クリープ強度の向上に寄与する元素である。この効果を得るためには、ＭｏおよびＷの一
方または両方を含有させる必要がある。しかしながら、これらの元素の含有量が過剰にな
ると、逆にオーステナイト相の安定性が低下してクリープ強度の低下を招く。したがって
、Ｍｏ含有量は１２．０％以下とする。Ｍｏ含有量は１０．０％以下であるのが好ましい
。
【００３１】
　また、ＷはＭｏに比べて原子量が大きいため、Ｍｏと同等の効果を得るためにはより多
量に含有させる必要があり、コストおよび相安定性確保の観点から不利である。このため
、Ｗ含有量は４．０％未満とする。ＭｏおよびＷは複合して含有させる必要はない。Ｍｏ
またはＷを単独で含有させる場合には、その含有量はそれぞれ０．１％以上であるのが好
ましい。
【００３２】
　Ｂ：０．０００５～０．００６％
　Ｂは、使用中の粒界に偏析して粒界を強化するとともに粒界炭化物を微細分散させるこ
とにより、クリープ強度を向上させるのに必要な元素である。加えて、粒界に偏析して固
着力を向上させ、靱性改善にも寄与する効果を有する。これらの効果を得るためには、Ｂ
含有量を０．０００５％以上とする必要がある。しかしながら、Ｂ含有量が多くなって特
に０．００６％を超えると、溶接中の溶接熱サイクルにより、溶融境界近傍の高温ＨＡＺ
において多量に偏析し、Ｐと重畳して粒界の融点を低下させ、ＨＡＺの液化割れ感受性を
高める。したがって、Ｂ含有量は０．０００５～０．００６％とする。Ｂ含有量は０．０
０１％以上であるのが好ましく、０．００５％以下であるのが好ましい。
【００３３】
　Ａｌ：０～３．０％
　Ｔｉ：０～３．０％
　Ｎｂ：０～３．０％
　Ａｌ、ＴｉおよびＮｂは、いずれもＮｉと結合し金属間化合物として微細に粒内析出す
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ることで、高温でのクリープ強度を向上させる元素である。しかしながら、その含有量が
多くなりすぎて、いずれの元素についても３．０％を超えると、上記の効果が飽和すると
ともに、クリープ延性および長時間加熱後の靱性を低下させる。そのため、Ａｌ、Ｔｉ、
Ｎｂのそれぞれの含有量を３．０％以下とする。これらの元素の含有量は、２．８％以下
であるのが好ましく、２．５％以下であるのがより好ましい。
【００３４】
　ＲＥＭ：０～０．１％
　希土類元素（ＲＥＭ）は、Ｐと親和力が強く、融点が高く高温まで安定なＰとの化合物
を形成することで、Ｐを固定し、ＨＡＺの液化割れおよび靱性に対するＰの悪影響を取り
除く作用を有する。また、炭化物として析出し、高温強度の向上にも寄与する元素である
。そのため必要に応じて含有させてもよい。しかしながら、ＲＥＭの含有量が過剰になり
、０．１％を超えると、Ｐの悪影響を軽減する効果が飽和することに加え、炭化物として
多量に析出し、かえって靱性の低下を招く。そのため、ＲＥＭ含有量は０．１％以下とす
る。ＲＥＭ含有量は０．０８％以下であるのが好ましく、０．０６％以下であるのがより
好ましい。上記の効果を得るためには、ＲＥＭ含有量は０．００１％以上であるのが好ま
しく、０．００５％以上であるのがより好ましく、０．０１％以上であるのがさらに好ま
しい。
【００３５】
　なお、ＲＥＭは、Ｓｃ、Ｙおよびランタノイドの合計１７元素を指し、前記ＲＥＭの含
有量はこれらの元素の合計含有量を意味する。
【００３６】
　Ｍｇ：０～０．０２％
　Ｍｇは、Ｓとの親和力が強く、熱間加工性を高める作用を有し、また、Ｓに起因した、
ＨＡＺの液化割れの発生および靱性低下の双方を軽減する作用を有する。そのため必要に
応じて含有させてもよい。しかしながら、Ｍｇの過剰な添加は酸素との結合による清浄性
の低下を招き、特に、その含有量が０．０２％を超えると清浄性の低下が著しくなり、か
えって熱間加工性を劣化させる。したがって、Ｍｇ含有量は０．０２％以下とする。Ｍｇ
含有量は０．０１％以下であるのが好ましい。一方、上記の効果を得るためには、Ｍｇ含
有量は０．０００１％以上であるのが好ましく、０．０００５％以上であるのがより好ま
しく、０．００１％以上であるのがさらに好ましい。
【００３７】
　Ｃａ：０～０．０２％
　Ｃａは、Ｓとの親和力が強く、熱間加工性を高める作用を有し、また、Ｓに起因した、
ＨＡＺの液化割れの発生および靱性低下の双方を軽減する作用を有する。そのため必要に
応じて含有させてもよい。しかしながら、Ｃａの過剰な添加は酸素との結合による清浄性
の低下を招き、特に、その含有量が０．０２％を超えると清浄性の低下が著しくなり、か
えって熱間加工性を劣化させる。したがって、Ｃａ含有量は０．０２％以下とする。Ｃａ
含有量は０．０１％以下であるのが好ましい。一方、上記の効果を得るためには、Ｃａ含
有量は０．０００１％以上であるのが好ましく、０．０００５％以上であるのがより好ま
しく、０．００１％以上であるのがさらに好ましい。
【００３８】
　本発明に係る合金は各元素の含有量が上記の範囲となることに加えて、下記（ｉ）～（
iii）式を満足する必要がある。なお、下記（ｉ）～（iii）式中の元素記号は各元素の含
有量（質量％）を表す。
【００３９】
　０．１≦Ｍｏ＋Ｗ≦１２．０　・・・（ｉ）
　上述のように、ＭｏおよびＷは、いずれもマトリックスであるオーステナイト組織に固
溶して高温でのクリープ強度の向上に寄与する元素であるが、一方、これらの元素の含有
量が過剰になると、逆にオーステナイト相の安定性が低下してクリープ強度の低下を招く
。そのため、ＭｏおよびＷの合計含有量が上記（ｉ）式を満足する必要がある。上記（ｉ
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）式の中辺値は１．０以上であるのが好ましく、１０．０以下であるのが好ましい。
【００４０】
　１．０≦４×Ａｌ＋２×Ｔｉ＋Ｎｂ≦１２．０　・・・（ii）
　Ｎｉと結合した金属間化合物を微細に粒内析出させることによって、良好な、高温での
クリープ強度および長時間加熱後の靱性を確保するためには、Ａｌ、ＴｉおよびＮｂから
選択される１種以上を含有させるとともに、その含有量が上記（ii）式を満足する必要が
ある。上記（ii）式の中辺値は３．０以上であるのが好ましく、１１．０以下であるのが
好ましい。
【００４１】
　Ｐ＋０．２×Ｃｒ×Ｂ＜０．０３５　・・・（iii）
　ＰおよびＢは、溶接中に熱サイクルにより溶融境界近傍のＨＡＺの粒界に偏析して、融
点を低下させＨＡＺの液化割れ感受性を高める元素である。一方、長時間使用中において
は、粒界に偏析したＰは粒界の固着力を低下させるのに対し、Ｂは逆に粒界を強化するの
で、Ｐは靱性に悪影響を及ぼし、Ｂは逆に靱性低下を軽減する。さらに、ＣｒはＰとＢの
粒界偏析挙動に影響を及ぼし、これらの性能に間接的に影響する元素である。すなわち、
ＨＡＺの液化割れに及ぼすＢの影響度合いはＣｒ含有量が多いほど顕著になる。また、長
時間使用後のＨＡＺの靱性については、Ｐの悪影響が大きいが、ほぼ等しい量のＰ、Ｂを
含有する場合、Ｃｒ含有量が少ないほど靱性の低下が大きい傾向がある。
【００４２】
　ＨＡＺでのＰおよびＢの粒界偏析を制御し、優れた耐液化割れ性と長時間加熱後の靱性
低下の軽減のためには、上記（iii）式を満足する必要がある。上記（iii）式左辺値は０
．０３０以下であるのが好ましい。なお、上記（iii）式左辺値の下限は特に限定しない
が、不純物としてのＰの含有量が極めて低く、Ｃｒ：１５．０％、Ｂ：０．０００５％で
ある場合の０．００１５に近い値でもよい。
【００４３】
　本発明のＮｉ基耐熱合金の化学組成において、残部はＦｅおよび不純物である。ここで
「不純物」とは、合金を工業的に製造する際に、鉱石、スクラップ等の原料、製造工程の
種々の要因によって混入する成分であって、本発明に悪影響を与えない範囲で許容される
ものを意味する。
【００４４】
　２．結晶粒度
　外面部におけるオーステナイト結晶粒度番号：－２．０～４．０
　外面部におけるオーステナイト結晶粒度が粗すぎると、常温での０．２％耐力および引
張強さが低くなり、一方、細かすぎると、高温における高いクリープ破断強度を保持する
ことができなくなる。したがって、外面部におけるオーステナイト結晶粒度番号は－２．
０～４．０とする。
【００４５】
　本発明においては、結晶粒度番号はＪＩＳ　Ｇ　０５５１（２０１３）に規定される交
差線分（粒径）により判定する。なお、Ｎｉ基合金の製造工程において、熱間加工後の熱
処理温度および保持時間ならびに冷却方法を適切に調整することで、最終熱処理後の外面
部の結晶粒度番号を上記の範囲とすることができる。
【００４６】
　３．寸法
　中心部から外面部までの最短距離：４０ｍｍ以上
　上述のように、大型の構造部材では、常温における０．２％耐力および引張強さが低く
なることに加えて、部位によってクリープ破断強度のばらつきが生じるという問題もある
。しかしながら、本発明に係るＮｉ基耐熱合金は、大型の構造部材として十分な常温での
０．２％耐力および引張強さ、ならびに、高温でのクリープ破断強度を発現する。すなわ
ち、本発明の効果は、厚肉の部材に対して顕著に発揮される。
【００４７】
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　したがって、本発明のＮｉ基耐熱合金においては、長手方向と垂直な断面において、中
心部から外面部までの最短距離を４０ｍｍ以上とする。本発明による効果をより顕著に得
るためには、中心部から外面部までの最短距離は８０ｍｍ以上であるのが好ましく、１０
０ｍｍ以上であるのがより好ましい。ここで、中心部から外面部までの最短距離は、例え
ば、合金が円柱状である場合、断面の半径（ｍｍ）となり、四角柱状である場合、断面の
短辺の半分の長さ（ｍｍ）となる。
【００４８】
　なお、本発明に係る耐熱合金は、後述するように、例えば、鋼塊、または連続鋳造等に
よって得られた鋳片に、熱間鍛造または熱間圧延等の熱間加工を施すことによって得られ
る。そして、耐熱合金の長手方向は概して、鋼塊を用いる場合は、鋼塊のトップ部とボト
ム部とを結ぶ方向となり、鋳片を用いる場合は、長さ方向となる。
【００４９】
　４．抽出残渣分析によって得られるγ´相の析出量
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ≦１０．０　・・・（iv）
　但し、（iv）式中の各記号の意味は以下のとおりである。
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ：中心部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
　（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ：外面部において抽出残渣分析によって得られる析出物とし
て存在するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの合計含有量
【００５０】
　合金の製造工程において、熱間加工後の熱処理を施した後の主として粒内には未固溶の
γ´相（Ｎｉ３（Ａｌ，Ｔｉ，Ｎｂ））が生じる。特に、合金の中心部では外面部と比べ
て冷却速度が遅くなるため、未固溶のγ´相の量が増す傾向にある。そのため、合金の外
面部に対して中心部でのγ´として析出するＡｌ、ＴｉおよびＮｂの析出量が多くなり、
（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値が１０．０を超えると高温に
おける高いクリープ破断強度を保持することができなくなる。一方、（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ
）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの下限値は定める必要はないが、中心部が外面部より
も析出物の量が増す傾向にあることから１．０以上とすることが好ましい。
【００５１】
　なお、抽出残渣分析によって得られる析出物は、合金中に含まれる未固溶のγ´相であ
る。抽出残渣分析は以下の手順により行うものをする。まず合金試料の長手方向と垂直な
断面における中心部および外面部から、γ´相を測定するための試験片を採取する。上記
の試験片の表面積を求めた上で、それぞれ１％酒石酸－１％硫酸アンモニウム水溶液中に
おいて２０ｍＡ／ｃｍ２の電解条件で耐熱合金の母材のみを完全に電解する。そして電解
後の溶液を０．２μｍフィルターでろ過し、析出物を残渣として抽出する。その後、抽出
残渣を酸分解してからＩＣＰ－ＡＥＳ測定することによって未固溶のγ´相として含まれ
るＡｌ、ＴｉおよびＮｂの含有量（質量％）を測定し、その測定値に基づき（Ａｌ＋Ｔｉ
＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値を求める。
【００５２】
　５．機械的性質
　ＹＳＳ／ＹＳＢ≦１．５　・・・（ｖ）
　ＴＳＳ／ＴＳＢ≦１．２　・・・（vi）
　但し、上記式中の各記号の意味は以下のとおりである。
　ＹＳＢ：中心部における０．２％耐力
　ＹＳＳ：外面部における０．２％耐力
　ＴＳＢ：中心部における引張強さ
　ＴＳＳ：外面部における引張強さ
【００５３】
　大型の構造部材では、熱処理時の冷却速度が部位により異なることに起因して、部位ご
との機械的性質に大きなばらつきが生じる傾向にある。大型構造部材において、その中心
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部と外面部とで、常温での０．２％耐力および引張強さが大きく異なると、部位によって
仕様を満たさないという問題が生じる。したがって、本発明に係るＮｉ基耐熱合金は、常
温での機械的特性が上記の（ｖ）式および（vi）式を満足するものとする。なお、それぞ
れ下限値は定める必要はないが、中心部の機械特性の方が外面部の機械特性よりも劣る傾
向にあることから、（ｖ）式および（vi）式ともに１．０以上とすることが好ましい。
【００５４】
　０．２％耐力および引張強さは、合金の中心部および外面部から、長手方向に平行に、
平行部の長さが４０ｍｍの丸棒引張試験片を機械加工により切り出し、室温において引張
試験を実施することで求める。また、引張試験はＪＩＳ　Ｚ　２２４１（２０１１）に準
拠して行うこととする。
【００５５】
　６．クリープ破断強度
　本発明のＮｉ基耐熱合金は、高温環境下で使用するため、高い高温強度、特に、高いク
リープ破断強度が求められる。そのため、本発明の合金は、その中心部において、長手方
向の７００℃における１０，０００時間クリープ破断強度が１５０ＭＰａ以上である必要
がある。
【００５６】
　クリープ破断強度は、以下の方法により求める。まず、合金の中心部から、長手方向に
平行に、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１（２０１１）に記載される直径６ｍｍ、標点距離３０ｍｍ
の丸棒クリープ破断試験片を機械加工により切り出す。そして、７００℃、７５０℃、８
００℃の大気中においてクリープ破断試験を実施し、Larson-Millerパラメータ法を用い
て７００℃、１０，０００時間のクリープ破断強度を求める。また、クリープ破断試験は
、ＪＩＳ　Ｚ　２２７１（２０１０）に準拠して行うこととする。
【００５７】
　７．製造方法
　本発明のＮｉ基耐熱合金は、上述の化学組成を有する鋼塊または鋳片に、熱間加工を施
すことによって製造される。なお、上記の熱間加工工程においては、合金の最終形状にお
ける長手方向が、素材となる鋼塊または鋳片の長手方向と一致するように処理が施される
。熱間加工は、長手方向のみに行ってもよいが、より高い加工度を与えて、より均質な組
織とするため、上記長手方向と略垂直な方向に対して、熱間加工を１回以上施してもよい
。また、当該熱間加工の後に、必要に応じて熱間押出等の異なる方法の熱間加工をさらに
施してもよい。
【００５８】
　本発明のＮｉ基耐熱合金を製造するに際しては、上記の工程の後、部位ごとの金属組織
および機械的性質のばらつきを抑制し、高いクリープ破断強度を保持するために、以下に
説明する最終熱処理を施す。
【００５９】
　まず、熱間加工後の合金を、１０７０～１２２０℃の範囲の熱処理温度Ｔ（℃）まで加
熱し、その範囲内において、１１５０Ｄ／Ｔ～１５００Ｄ／Ｔ（ｍｉｎ）保持する。ここ
で、Ｄは、例えば、合金が円柱状である場合、合金の直径（ｍｍ）となり、四角柱状であ
る場合、対角の距離（ｍｍ）となる。すなわちＤは、合金の長手方向と垂直な断面におけ
る、当該断面の外縁上の任意の点と該外縁上の他の任意の点との直線距離の最大値（ｍｍ
）である。
【００６０】
　上記の熱処理温度が１０７０℃未満であると、未固溶のγ´相が増大しクリープ破断強
度が低下する。一方、１２２０℃を超えると、粒界が溶融したり著しく結晶粒が粗大化し
たりすることによって延性が低下する。熱処理温度は１１００℃以上とするのがより望ま
しく、１２００℃以下とするのがより好ましい。また、上記保持時間が１１５０Ｄ／Ｔ（
ｍｉｎ）未満では、中心部のγ´相が増大し、（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ
＋Ｎｂ）ＰＳが本発明で規定する範囲外となる。一方、１５００Ｄ／Ｔ（ｍｉｎ）を超え
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ると外面部の結晶粒が粗大化し、オーステナイト結晶粒度番号が本発明で規定する範囲外
となる。
【００６１】
　加熱保持後は、合金を直ちに水冷する。冷却速度が遅くなると、特に合金の中心部にお
いて主として粒内に未固溶γ´相が多量に生じ、上記の（iv）式を満足しなくなるおそれ
があるためである。
【００６２】
　以下、実施例によって本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
【実施例】
【００６３】
　表１に示す化学組成を有する合金を高周波真空溶解炉で溶製し、外径が５５０ｍｍ、重
量が３ｔの鋼塊とした。
【００６４】
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【表１】

【００６５】
　得られた鋼塊を、熱間鍛造によって外径２００～４８０ｍｍの円柱状に加工し、表２に
示す条件で最終熱処理を施し、合金部材試料を得た。なお、合金１、２、３および５につ
いては長手方向の熱間鍛造の後、最終熱処理の前に、長手方向と略垂直な方向に鍛造を行
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い、その後さらに長手方向に最終の熱間鍛造を行った。
【００６６】
【表２】

【００６７】
　各試料について、外面部から組織観察用の試験片を採取し、長手方向の断面をエメリー
ペーパーとバフで研磨後、混酸で腐食して光学顕微鏡観察を行った。観察面の結晶粒度番
号はＪＩＳ　Ｇ　０５５１（２０１３）に規定される交差線分（粒径）による判定方法に
従って求めた。
【００６８】
　次に、各試料の長手方向と垂直な断面における中心部および外面部から、γ´相を測定
するための試験片を採取した。上記の試験片の表面積を求めた上で、それぞれ１％酒石酸
－１％硫酸アンモニウム水溶液中において２０ｍＡ／ｃｍ２の電解条件で耐熱合金の母材
のみを完全に電解した。そして電解後の溶液を０．２μｍフィルターでろ過し、析出物を
残渣として抽出した。その後、抽出残渣を酸分解してからＩＣＰ－ＡＥＳ測定することに
よって未固溶のγ´相として含まれるＡｌ、ＴｉおよびＮｂの含有量（質量％）を測定し
、その測定値に基づき（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値を求め
た。
【００６９】
　また、各試料の中心部および外面部から、長手方向に平行に、平行部の長さが４０ｍｍ
の引張試験片を機械加工により切り出し、室温において引張試験を実施し、０．２％耐力
および引張強さを求めた。さらに、各試料の中心部から、長手方向に平行に、ＪＩＳ　Ｚ
　２２４１（２０１１）に記載される直径６ｍｍ、標点距離３０ｍｍの丸棒クリープ破断
試験片を機械加工により切り出した。そして、７００℃、７５０℃、８００℃の大気中に
おいてクリープ破断試験を実施し、Larson-Millerパラメータ法を用いて７００℃、１０
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，０００時間のクリープ破断強度を求めた。それらの結果を表３にまとめて示す。
【００７０】
　それらの結果を表３にまとめて示す。
【００７１】
【表３】

【００７２】
　合金１～８は、本発明例であり、合金組成、結晶粒度番号、（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ

／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳ、ＹＳＳ／ＹＳＢ、ＴＳＳ／ＴＳＢ、およびクリープ破断強
度が本発明で規定する範囲内となり、機械特性のばらつきも小さく、クリープ破断強度も
良好であった。
【００７３】
　一方で、合金ＡおよびＢは、合金１と化学組成がほぼ同等であり、熱間鍛造によって同
一の最終形状としたものである。しかしながら、熱処理時の保持時間が本発明で規定する
製造条件の範囲外である。そのことに起因にして、合金Ａについては外面部の結晶粒度番
号が本発明の規定範囲外となり、ＹＳＳ／ＹＳＢおよびＴＳＳ／ＴＳＢの値が本発明の規
定範囲外となっており、部位により機械特性のばらつきが大きくなる結果となった。また
、合金Ｂについては、（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値が本発
明の規定範囲外となり、クリープ破断強度が合金１と比較して著しく低い結果となった。
【００７４】
　合金Ｃ、ＤおよびＥは、合金２と化学組成がほぼ同等であり、熱間鍛造によって同一の
最終形状としたものである。合金Ｃは熱処理温度が本発明の規定範囲より低いために、（
Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値と、外面部の結晶粒度番号とが
本発明で規定する範囲外となっており、合金２と比較してクリープ破断強度が著しく低い
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結果となった。合金Ｄは熱処理温度が本発明の規定範囲より高いために、外面部の結晶粒
度番号と、ＹＳＳ／ＹＳＢおよびＴＳＳ／ＴＳＢの値とが本発明の規定範囲外となってお
り、合金２と比較してクリープ破断強度が著しく低い結果となった。また、合金Ｅは最終
熱処理時の冷却方法が水冷ではなく空冷であり、冷却速度が著しく遅かったことに起因し
て、（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＢ／（Ａｌ＋Ｔｉ＋Ｎｂ）ＰＳの値が本発明の規定範囲外と
なり、その結果、合金３と比較してクリープ破断強度が著しく低くなった。
【００７５】
　合金Ｆ、Ｇ、Ｈは、化学組成が本発明の規定から外れる比較例である。具体的には、合
金ＦはＷ含有量が高く、合金Ｇは（ｉ）式中辺値が高く、合金Ｈは（ii）式中辺値が低い
例である。そのため、これらの例では、クリープ破断強度が低くなる結果となった。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明に係るＮｉ基耐熱合金は、部位による機械的性質のばらつきが少なく、また、高
温でのクリープ破断強度に優れる。そのため、本発明のＮｉ耐熱合金は、高温環境下で使
用されるボイラおよび化学プラント等の大型構造部材として好適に用いることができる。
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